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消費者物価指数 2025 年基準改定の影響 
－ＣＰＩ基準改定の影響は軽微、年後半にコアＣＰＩは２％台後半まで高まる見込み－ 

 
 

➢ 消費者物価指数（ＣＰＩ）の 2025年基準への改定では、調査品目について、19品目が

追加、11 品目が廃止、２品目が１品目に統合された。品目の入替えは、健康志向やデ

ジタル化、法改正による需要増など、近年の消費構造の変化を映している。 

➢ もっとも、基準改定が足元の物価上昇率に与える影響は限定的である。2025 年基準の

2026 年１～３月のコアＣＰＩは、従来の 2020 年基準を各月 0.1 ポイント下回ったが、

４～６月は同水準であり、金融政策への影響も大きくないとみられる。 

➢ 賃上げや原油高による輸入物価の上昇分が販売価格に転嫁され、コアＣＰＩは、2026

年末にかけて２％を超える水準になると見込まれる。2027 年４月より食料品の消費税

減税が実施されれば、ＣＰＩの押下げに寄与しよう。 
 

１．はじめに 

 消費者物価指数（ＣＰＩ）は、家計の消費構造の変化や新たな財・サービスの登場を反

映し、物価の測定精度と統計としての有用性を維持するため、５年ごとに基準改定が行わ

れる。今回の第 17次改定では、2025年（令和７年）を基準時およびウエイトの参照年次と

し、総務省統計局は 2026 年 8月 7日に 2025年 1月分から 2026年６月分までの遡及結果を

公表した。2026年７月分（同年８月 21日公表）からは、2025年基準へ移行する。 

本レポートでは、2025 年基準への改定内容を概観したうえで、品目の入替えやウエイト

の見直しが物価上昇率にどのような影響を及ぼすのかを整理し、物価の展望を述べる。 

２．品目見直しが映す消費構造の変化 

 2025年基準（以下「新基準」という。）では、19品目が追加、11品目が廃止、2品目が

1 品目に統合され、一部品目の名称が変更された（図表１）。新基準の採用品目は 589品目

となり、2020年基準（以下「旧基準」という。）の 582品目から増加した。 

追加品目には、プロテインパウダー、カーリース、通信教育、ヘッドホン・イヤホンな

どが含まれる。健康志向の高まりやデジタル機器への支出拡大、サービス消費の多様化な

どが背景にある。また、ヘルメットについては、2023年４月以降、自転車利用者に対して

ヘルメット着用の努力義務が課されたことを受け、需要が高まったとみられる。一方で、

ビデオソフトレンタル料やネクタイなどは廃止品目となった。動画配信サービスの普及に

加え、働き方の多様化やクールビズの定着により、家計支出に占める重要度が低下したた

めと考えられる。今回の品目見直しは、近年の消費構造の変化を改めて映し出すものとい

えよう。 
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（図表１）2025年基準改定における追加品目・廃止品目・統合品目 

 
備考：（*1）これまで調査していた「ぶどうＡ」（デラウェア）および「ぶどうＢ」（巨峰）を廃止し、新たに「ぶどう」（シャインマ

スカット）を追加 

   （*2）「弁当Ｃ」として、「かつ丼」を追加 

   （*3）「炭酸飲料Ｂ」として、「炭酸水」を追加 

   （*4）これまで調査していた「健康保持用摂取品Ｂ」（青汁）を廃止し、新たに「プロテインパウダー」を追加 

       総務省資料より作成 

 

３．ウエイト見直しのポイント 

 今回の基準改定では、品目の入替えに加え、ウエイトの見直しも注目される（図表２）。

新基準でウエイトが小さくなると、総合指数への寄与度も絶対値で小さくなり、逆に新基

準でウエイトが大きくなると、寄与度も絶対値で大きくなる（ウエイト効果）。 

ウエイトが大きく低下したものの１つに、通信料（携帯電話）がある。新基準のウエイ

トを旧基準と比べると、通信料（携帯電話）は、１万分比で 271から 231 へ低下した。2021

年には菅義偉政権の携帯料金引下げ政策を受けて通信料（携帯電話）が前年比 33.3％低下

し、家計における通信料の比重が縮小した。 

教育関連のウエイト変化も大きい。高校授業料（公立・私立）のウエイトが低下した一

方、大学授業料（私立）のウエイトは上昇した。高校授業料無償化の拡充や私立大学授業

料の上昇などを受け、教育支出の構成が変化した。 

 食料（生鮮食品を除く）のウエイト上昇も目立つ。旧基準では 2,626 だったが、新基準

では 2,754 へ上昇した。コロナ禍の収束に伴う外食需要の回復に加え、コメなど食料品価

格の大幅な上昇を受けて、家計に占める食料品の比重が高まったためである。 

もっとも、基準改定によりここ５年間の食料品価格の上昇分はいったん指数に織り込み

直されるため、新基準においては、食料品の価格高騰の影響が旧基準と比べて小さくなる

（リセット効果）。今回の改定では食料品のウエイト効果がリセット効果を下回り、2026

年６月において、総合指数への寄与度は旧基準に比べて 0.07ポイント低くなった。 

 

 

 

 

〇追加品目・廃止品目

10大費目 追加品目 廃止品目 10大費目 追加品目 廃止品目

 塩さば  煮干し  ヘルメット

 ぶどう（*1）  はくさい漬  カーリース

 パイナップル  ぶどうＡ（*1） 教育  通信教育

 香辛料  ぶどうＢ（*1）  ヘッドホン・イヤホン  サッカー観覧料

 グミ  資格試験  ビデオソフトレンタル料

 弁当Ｃ（*2）  ペット保険料

 たこ焼き  ヘアドライヤー  振込手数料

 ミートボール  制汗剤

 炭酸飲料Ｂ（*3）

 ゼリー飲料 〇統合品目（２品目→１品目）

 婦人用帯  10大費目 現行 変更後

 ネクタイ 発泡酒

 婦人用ストッキング ビール風アルコール飲料

保険医療  プロテインパウダー（*4）  健康保持用接種品Ｂ（*4）

食料

交通・通信

教養娯楽

 被服及び履物

諸雑費

食料  発泡酒
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４．改定による影響は限定的 

 新基準への改定による影響は、現時点では総じて限定的と評価できる。統計局の遡及結

果によれば、コアＣＰＩ（生鮮食品を除く総合）の前年同月比は、2026 年１～３月には旧

基準を各月 0.1 ポイント下回った一方、４～６月は旧基準と同水準であった（図表３）。

2026 年６月の総合指数を分解して寄与度の内訳を確認すると、ウエイト効果による 0.10

ポイントの押上げと、品目改定による 0.02ポイントの押上げが、リセット効果による 0.15

ポイントの押下げでほとんど相殺された。 

過去の基準改定と比べても、今回の改定幅は小さい（図表４）。過去の基準改定を振り

返ると、下方改定幅が大きかった回では、価格下落の大きい品目が新たに採用されるか、

ウエイトの比較的大きい品目で指数水準が大きく切り下がるといった特徴がみられた。例

えば、2005年基準への改定時には、パソコンや薄型テレビなど、価格下落の著しいデジタ

ル関連品目の採用が、下押し要因となった。2010 年基準への改定では、技術革新を背景に

パソコンなど電子機器の価格が大きく下落し、総合で▲0.6％の下方改定となった。また、

2020 年基準への改定時には、2021年春の低廉料金プラン導入を受けて通信料が大幅に下落

し、指数全体を押し下げた。今回の改定でも品目入替えは実施されたが、価格変動が著し

い品目が少なかったため、改定による振れが小幅にとどまったとみられる。 

（図表２）万分比ウエイトの変動幅が大きい品目 

 
（備考）総務省資料より作成 

（図表４）過去の基準改定時の改定幅（平均) 

（備考）(1)各基準改定の翌年１～６月について、新旧基準の前年同月比の 

改定幅（新基準―旧基準）の平均値を示したもの 

(2)網掛けは改定幅が大きいもの 

(3)総務省資料より作成 

（図表３）新基準と旧基準の差（コアＣＰＩ上昇率） 

（備考）総務省資料より作成 

万分比ウエイト

10大費目 品目 2020年 2025年 差 備考

うるち米（コシヒカリを除く） 39 69 30 「令和のコメ騒動」によるコメ価格高騰

すし（外食）※回転ずし 25 40 15 コメ価格の高騰がコメ使用製品にも波及

住居 持家の帰属家賃 1,580 1,634 54

光熱・水道 電気代 341 376 35 燃料価格高騰等に伴う電気料金の値上げ

普通乗用車※国産車 88 127 39 原材料価格の高騰や円安による調達コスト増

通信料（固定電話） 55 32 ▲ 23

通信料（携帯電話） 271 231 ▲ 40 携帯料金の引下げ政策

携帯電話機 90 58 ▲ 32

高等学校授業料（公立） 19 3 ▲ 16 高校無償化の拡大

高等学校授業料（私立） 37 21 ▲ 16 〃

大学授業料（私立） 91 131 40

教養娯楽 宿泊料 81 118 37 コロナ禍から旅行需要が回復

諸雑費 保育所保育料 52 33 ▲ 19 東京都の保育料無償化政策

食料

交通・通信

教育

2005年
基準改定

2010年
基準改定

2015年
基準改定

2020年
基準改定

2025年
基準改定

総合 ▲ 0.52 ▲ 0.60 ▲ 0.03 ▲ 0.42 ▲ 0.02

生鮮食品を除
く総合（コ
ア）

▲ 0.52 ▲ 0.63 ▲ 0.02 ▲ 0.43 ▲ 0.05

生鮮食品及び
エネルギーを
除く総合（米
国型コア）

- - - ▲ 0.45 ▲ 0.03-0.1 -0.1 -0.1

0 0 0

1.9（新基準）
1.5

1.7

1.4 1.4 1.6

▲ 0.5

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

26/1 26/2 26/3 26/4 26/5 26/6

差（新基準-旧基準）
旧基準（2020年）
新基準（2025年）

（％）

（年／月）
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今回の改定幅の小ささを踏まえると、金融政策への影響は限定的であると考えられる。

先行きの物価については、賃上げ分の価格転嫁が進むほか、原油高や円安に伴う輸入物価

の上昇も販売価格に波及し、2026年後半には伸び率が２％台後半まで高まると見込む（図

表５）。 

５．今後の物価動向と食料品減税の影響 

 基準改定自体の影響は小さいとみられる一方、今後の物価動向をみるうえでは、食料品

に対する消費税引下げの影響も無視できない。政府は 2026 年９月 15 日、食料品の消費税

減税に関する税制改正大綱を閣議決定した。関連法案が成立すれば、2027 年４月から２年

間、酒類と外食を除く飲食料品の消費税率が１％へ引き下げられる見通しである。もっと

も、現時点では具体的な財源が示されておらず、政策の帰趨には不透明感が残る。 

食料品の減税が実施された場合、単純計算では 2027年度のコアＣＰＩを 1.4ポイント押

し下げることになる。ただ、人件費や原材料の価格転嫁はなお不十分であり、減税に合わ

せて企業が販売価格を見直す余地もある。この場合、減税による押下げ効果は値上げによ

って一部相殺されよう。減税分の７％のうち仮に３％分が販売価格に転嫁された場合、実

際の押下げ幅は 0.8ポイント程度にとどまると見込まれる。 

 

 

 

 

 

 

（図表５）コア消費者物価の前年比騰落率と主要品目の寄与度 

 
（備考）2025年基準。総務省資料より作成。予測は信金中金総研 
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